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いう考えがあり、国際比較によってこの命題が検討されてきた（Goldsmith, 1969, McKinnon, 
1973, Fry, 1995）。これが「金融深化」と呼ばれる研究分野である。 

















金融を生産要素に追加する形で Solow-Swan モデルを拡張すると、収束する GDP レベル
はその金融の大きさに依存することになる。これは、絶対収束性に対して、条件付き収束
性と呼ばれる（Barro, 1991, Mankiw et al., 1992, Barro and Sala-i-Martin, 1992）。5  
                                                  
1 Hicks (1974) はこの違いを貸越経済と貨幣経済というように整理している。 
2 たとえば、Blinder (1987) は貸出額を生産要素とする生産関数を用いてマクロモデルを構築し、
Bernanke and Blinder (1988)は、IS-LM を、貸出を追加変数として含む体系に拡張した。 
3地域経済分析の例としては、Funke（2005）は、西ドイツの 71 の地方を対象に、人的資本の経
済成長に果たす役割について分析している。 



















分析対象とする期間を t年から T年と書くと、検定すべき命題は次のように定式化される。 
 
命題１： 金融深化仮説 











t 年の経済水準が高い県ほど、t～T 年の経済成長率が低い。 
 















i BANKGDPGGDP εγβα +++=, ,    Ii ,...,1=        (1) 
ここで、i は都道府県を示しており、回帰は都道府県についてのクロスセクション回帰で

























                                                  
8 この回帰式は、金融深化仮説においては、King and Levine (1993a,b)が採用したものであるが、
収束仮説の文脈では、Barro 回帰と呼ばれ、広く使われている(Barro, 1991, Berthelemy and 
Varoudakis, 1995, 1996)。 
9 すべての時系列データを使ってパネル単位根の有無で収束仮説を検定する方法としては、



















的に偏在する理由であるかもしれない。Kano and Tsutsui (2003a,b)は、貸出金利が均等化し
ているかどうかを調べることによって、信用金庫の貸出市場が県別に分断されていること




















従属変数は、RPGDP の t 年から T 年の成長率である。本稿ではその変数として、２つの

























































可能な 1955 年から 5 年毎を初期時点にとり、金融深化や収束仮説がそれぞれの期間でどの
ように変化するかを見る。デフォールトは 1965 年とする。 





ータ｝、｛1955 年、1960 年、1965 年、1970 年、1975 年、1980 年、1985 年、1990 年、1995
年、2000 年｝  
 
3．基本モデルの推定結果 
3.1 変数の記述統計  
表 1 には、デフォールトの変数 3 つと、4 節、5 節で推計に用いる変数の記述統計として、
平均値、標準誤差、最小値、最大値を記載している。 
1965～2003 年の一人あたり実質 GDP の年率の成長率は約 2%～4%であり、最大と最小
の県で約 2 倍の差がある。これに対し、1965 年の一人あたり実質 GDP が最大の県は最小
の県の約 2.6 倍、一人当たり実質貸出、実質預金が最大の県は、それぞれ最小の県の約 11.8
倍、8.6 倍である。 
 
                                                  












 表 2 の左端の列にはデフォールトの推定結果を記載している。デフォールトとは、従属
変数は(3)式で定義される成長率をとり、全ての変数を実質値で定義し、銀行の変数として
は貸出をとり、貸出としては各県に存在する全ての民間金融機関の合計データを用い、説
明変数の一人あたり GDP と貸出は対数をとらない値を用いるというケースである。 
決定係数は 0.60 であり、フィットは良好である。一人あたり銀行貸出の係数は 0.1%水
準で有意に正であるので、1965 年における銀行貸出額はその後の経済成長率にプラスの影
響を及ぼす。つまり、金融部門の大きい都道府県ほどその後の経済成長が大きいという金













                                                  




















開始年を 1955 年から 5 年ごとに間隔を取った結果を表 3 に記載している。ここで、開始年
以外は、デフォールトの定式化を採用している。15 
 金融深化仮説の検定は一人あたり貸出額の係数の有意度で判定される。この係数は開始
年が 1955 年から 1970 年までは 5%水準で有意であるが、t=1975 年のときは有意でなくな
る。その後、1995 年までは 5%または 10%水準で有意である。1970 年までは、有意度が高
く、係数も大きかったのが、1980 年から 1990 年には有意度が若干下がり、係数の大きさ
も小さくなっている。16それ以降は、もはや、金融深化仮説は成立していない。 
 収束仮説の検定は、一人あたり GDP の係数の有意度で判定される。この係数は開始年が
1975 年のときに 5%水準で有意である他は、1990 年まで 1% (多くは 0.1%) 水準で有意であ






次に、収束の速さについてみてみよう。それは、表 3 のβ の大きさで表される。2 県(A,B)




A yyy > であったとしよう（図 1）。従属変数である成長率
は終点 T の所得 TB
T
A yy , に引いた直線の傾き ),( BA θθ に相当する。17 β が負であることは、
この所得水準格差が減少したことを意味し、β の絶対値が大きいほど、その減少度合いが




                                                  
15 貸出の対数をとった定式化では、より多くの開始年で貸出の係数が有意でない。こうした結
果を生む原因の解明とその評価は将来の課題である。 































T uBANKytTeyytT ,)( )log()]/()1[()/log())/(1( ++⋅−−−=⋅− −− γα λ  （5） 
である。 
その結果は表 3 の右の列に示されている。19 β~ の値をみると、1975 年を開始年とする推
定では、それ以前を開始年とする場合の半分程度に落ち込んでいることが分かる。もし、
λが一定であれば、 




∂ −−−− tTtT etTe
tTtT
λλ λβ  0,0 >−>∀ tTλ    (6) 
であり、今 T は固定しているから、開始時点 t が早いほど β~ は小さくなるはずである。表
3 の結果はこの逆であり、λが一定でないことを示唆している。実際、開始年を 1975 年以






う。表 4 には、1955 年から 1975 年と、1975 年から 2003 年にサンプルを分割して、デフォ








前半期間には 3.6%であったのが、後半期間には 0.96%に減少している。 
このように、収束速度が遅くなっているという結果は、Barro and Sala-i-Martin (1992,1995)
によっても報告されている。彼らは、われわれと同様、日本の県別データを用いて、収束
速度は 1930-1955 年では 3.8％、1955-1990 年では 2.2％と報告している。したがって、日本
において、最近期間の方が収束速度が遅いという結果はロバストであると思われる。20 
彼らの結果とわれわれの結果を比較し、総合すると、彼らが計測した 1930～1955 年とわ
れわれが計測した 1955 年～1975 年の期間については、収束速度は 3.8%と 3.6%であり、両
期間の収束速度には変化がないとみなすことができよう。一方、Barro and Sala-i-Martin が
1955～1990 年の期間について、2.2％と若干低い収束速度を見いだしているのに対し、われ
われの結果は、収束速度が変化した年は 1975 年であり、1975 年以降の期間については、
収束速度は 1%程度であることを示している。われわれの結果によれば、Barro and 
Sala-i-Martin は、1955～1975 年と 1975 年～1990 年という 2 つの異質な期間を一緒にして







定して、始点を 1955 年から 2000 年まで 1 年ずつずらして(1)式を推定した。その結果は、
全 46 回帰のうち、有意水準 10％で一人あたり GDP の係数が有意であったのは 19 回帰に






都道府県ごとの違いを考慮して、経済成長を規定する諸要因 niX , を(1)式に追加した、 








i XBANKGDPGGDP εδγβα ++++=,           （7） 
                                                  
20 塩路（2000）は、動学パネルの手法を用いて、所得水準の低い県に相対的に多い社会資本が




0<β の 2 つの命題の頑健性をチェックすることである。もう一つの目的は、 tiX のおのお
のの変数について、アドホックな仮説を立て、その仮説が妥当かどうかを明らかにするこ







人口流出入を表していると考えられる。例えば、1984 年から 1994 年において埼玉県の人
口成長率は 15.4％であったのに対し、秋田県は-3.3％であった。それぞれの県において、
この期間の人口移動（他県からの人口流入－他県への人口流出）を調べてみると、埼玉県































 第 1 次産業は、第 2 次産業に比べて技術革新が少なく、経済成長への寄与が少ないと考
えられる。したがって、t 年の第 2 次産業構成比が大きい県は、①その後の t～T 年の平均
の第 2 次産業構成比が大きい可能性があるので、経済成長率が高い、また、②その後の t
～T 年の第 2 次産業構成比が大きくなる余地が小さいので、経済成長率が低いという 2 つ
の対立した影響をもつ。したがって、t 年の第 2 次産業構成比の係数の先験的な符号は不
明である。この変数の代わりに、t～T 年の平均の第 2 次産業構成比と第 2 次産業構成比の





























 以上の追加する説明変数の記述統計が、表 1 の 2 番目のパネルに示されている。1965～
2003 年の人口成長率（年率）は、最大と最小の県で約 7 倍の開きがある。初等教育修了者
比率の平均は 73.4％であるのに対し、高等教育修了者比率はわずか 5％に満たない。都道
府県でみると、最大値と最小値で、それぞれ初等教育が約 1.6 倍、高等教育が約 5.3 倍の差
























 第 2 次産業構成比変化率は、予想通り、5%水準で有意に正である。また、第 2 次産業構



















5  金融部門のパフォーマンス評価  
5.1 分析の枠組み 


















i PERFBANKGDPGGDP εκγβα ++++=, ,      (8)    
CONCEFFICEXPENPERFIi ,,,,...,1 ==         

































さを表す非負の誤差項である。本稿では、u が切断正規分布であると仮定する (Stevenson, 














非効率性算出のための(9)式の推定結果を表 6 に示す。貸出の 1 次の項は有意に正であり、
                                                  
23 当時の銀行は半期決算であったので、上半期と下半期の経費率を平均した値を用いた。 
24 1955 年における全国銀行と相互銀行は半期決算であったので、2 期間のパネルデータとして
推計した(Coelli, 1996)。 
25 u を半正規分布と仮定した場合も同じような結果が得られた。 
  16
1 より小さい。貸出の 2 次の項が有意に正であるので、費用関数は逓増的である。費用関
数の規模の弾力性は 0.89 であり、サンプルの平均値で評価するとかなり大きな規模の経済
性が見られる。 
 経費率、非効率性、市場集中度の記述統計が、表 1 の 1 番下のパネルに示されている。
経費率が最大の県は最小の県の約 2.3 倍である。非効率性、市場集中度はそれぞれ最大と
最小の県で約 2.1 倍、約 1.5 倍の差がある。 




期間を 1965 年から 2003 年にとったときの、(8)式の推定結果を表 8 に示す。この推定の






















                                                  








1965 年から 2003 年の期間の一人あたり GDP 成長率を 1965 年の経済成長と一人あたり
貸出額に回帰した結果、両仮説とも成立することが示された。これは、いろいろな定式化
について成立するロバストな結果である。さらに、1955 年から 5 年ごとに始点の間隔をと
り同様の推定をしたところ、始点を高度成長期にとったケースでは両仮説とも採択される
が、1975 年以降の低成長期にとると、有意度が低下し、係数も小さくなることが見出され










1955 年から 1990 年ごろまで収束仮説が成立していることは、東京一極集中や地方の過
疎問題にもかかわらず、日本経済は、少なくとも長期的には、地域格差を縮小させてきた
ことを示している。実際、県別所得のジニ係数を計算すると、1957 年には 0.11 であったの
が、1993 年には 0.07 に縮小している。 
「始点を 2000 年にとったとき、収束仮説が成立しない」という結果は、単に、分析期間
が短いために有意な結果が得られなかった可能性がある。たとえそうであっても、この結
果は、2000 年から 2003 年の期間では、所得の地域格差が縮小しなかったことを意味して
























iε                       （A1） 
をパネル推定した。68SNA 基準のデータにβを掛けて 93SNA 基準のデータとした。この








と預金残高は各年度 3 月末時点のストックデータである。そこで、以下のような 2 期間の
平均を取るようにデータ加工を施した。 
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表１ 分析に用いる変数の記述統計  
(1)式の推計に用いる変数 
 平均 標準誤差 最小値 最大値 
1965～2003 年の一人あたり 
実質 GDP の成長率(%) 
3.14 0.421 1.95 3.81 
1965 年の一人あたり実質 GDPa 0.675 0.153 0.450 1.172 
1965 年の一人あたり実質貸出 a 0.321 0.256 0.135 1.599 
1965 年の一人あたり実質預金 a 0.419 0.236 0.177 1.526 
 
(7)式の推計に用いる変数 
    
人口成長率 b 0.46 0.579 0.33 2.25 
修了者比率（初等）c 73.4 6.35 52.1 81.3 
修了者比率（高等）c  4.39 1.97 2.58 13.63 
第 2 次産業構成比の成長率 d  34.3 41.665 -47.7 119.3 
第 2 次産業構成比の平均値 d 27.7 5.544 18.1 40.5 
年間平均気温 e 14.372 2.142 6.95 17.6 
年間晴天日数ｆ 0.108 0.038 0.048 0.191 
年間降水量 g 1607 436.2 938 2593 
最深積雪 h 19.335 24.616 0.333 116 
一人あたり実質地方交付税 i 0.046 0.027 0.00004 0.094 
一人あたり実質公共事業費 i 0.071 0.020 0.031 0.136 
 
(7)式の推計に用いる変数 
    
経費率 0.0303 0.0058 0.0192 0.0446 
非効率性 1.506 0.260 1.061 2.272 














ﾃﾞﾌｫｰﾙﾄ 名目値 全銀データ 対数の差 預金 対数 
推定値 推定値 推定値 推定値 推定値 推定値 
(p-値) (p-値) (p-値) (p-値) (p-値) (p-値) 
定数 
0.050  0.089  0.050  0.049  0.050  0.027  
(0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) ***
1965 年の 
一人あたり GDP 
-0.032  -0.081  -0.032  -0.031  -0.034  -0.021  
(0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) ***
1965 年の 
一人あたり貸出 
0.010  0.028  0.011  0.010  
 
0.003  
(0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.044)** 
1965 年の 
一人あたり預金 




決定係数 0.60  0.63  0.61  0.60  0.58  0.55  
Goldfeld-Quandt 
検定 
0.72 0.62 0.72 0.73 0.67 0.73 
F 値 32.9*** 37.0*** 33.4*** 32.9*** 29.4*** 25.9*** 
注：*は 10％、**は 5％、***は 1％で有意を表わす。カッコ内は p-値。 




















推定期間① 0.055 -0.048 0.011 
0.54 25.2*** 46 
0.025 -0.014  0.007  
(1955～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.047)*** (0.003)*** (0.000)*** (0.118) 
推定期間② 0.053 -0.040 0.013 
0.65 40.6*** 46 
0.031 -0.017  0.008  
(1960～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.006)** (0.001)*** (0.000)*** (0.042)** 
推定期間③ 0.050 -0.032 0.010 
0.60 32.9*** 46 
0.038 -0.020  0.007  
(1965～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.003)*** (0.000)*** (0.006)***
推定期間④ 0.039 -0.020 0.007 
0.59 30.4*** 45 
0.034 -0.020  0.005  
(1970～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.005)***
推定期間⑤ 0.026 -0.007 0.002 
0.14 3.4** 46 
0.010 -0.008  0.001  
(1975～2003） (0.000)*** (0.019)** （0.172） (0.028)** (0.013)** (0.220) 
推定期間⑥ 0.026 -0.007 0.002 
0.22 6.1*** 46 
0.012 -0.010  0.002  
(1980～2003） (0.000)*** (0.001)*** (0.038)** (0.003)*** (0.001)*** (0.063)* 
推定期間⑦ 0.027 -0.008 0.002 
0.30 9.4*** 47 
0.015 -0.013  0.001  
(1985～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.052)* (0.001)*** (0.000)*** （0.131） 
推定期間⑧ 0.019 -0.009 0.001 
0.34 11.5*** 47 
0.021 -0.018  0.001  
(1990～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.075)* (0.000)*** (0.000)*** (0.193) 
推定期間⑨ 0.009 -0.006 0.001 
0.10 2.3 47 
0.015 -0.014 0.001 
(1995～2003） (0.101) (0.037)** (0.108) (0.032)** (0.024)** (0.122) 
推定期間⑩ 0.008 -0.006 0.002 
0.04 0.9 47 
0.012 -0.012  0.002  
(2000～2003) （0.422） （0.247） （0.206） (0.272) (0.263) (0.235) 





表 4 高度成長期と低成長期の収束速度 
 デフォールト (5)式の推定結果 











推定期間 0.101 -0.092 0.022 
0.57  28.4 46 
0.040  -0.026  0.011  0.0362  
(1955～1975）
(0.000)*** (0.000)*** (0.039)** (0.000)**
* 
(0.000)*** (0.177) (0.000)*** 
推定期間 0.026 -0.007 0.002 
0.15 3.9** 46 
0.019  -0.008  0.001  0.0096 
(1975～2003） (0.000)*** (0.019)** （0.172） 
(0.000)**
* 
(0.013)** (0.220) （0.028）** 
注：従属変数は各推定期間の一人あたり実質 GDP 成長率(年率)。*は 10％、**は 5％、***は 1％で有意を表わす。カッコ内は p-値。推定期間（1955
～1975）の観測数は沖縄を除いた 46 都道府県。推定期間（1975～2003）年は山梨県を除き、沖縄を含んだ 46 都道府県。（実質値、対数の差、
一人あたり GDP の対数値、貸出、全金融機関データ）を採用。 
  (5)式の決定係数と F 値はデフォールトの結果とほぼ同じである。ここでは、紙幅を省略するため記載していない。 
  収束速度は、非線形最小二乗法により推定している。 
 
  27









0.040 0.046 0.036 
(0.001)*** (0.000)*** (0.000)***
1965 年の一人あたり実質 GDP 
-0.029 -0.029 -0.028 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)***
1965 年の一人あたり実質貸出 
0.005 0.006 0.005 
(0.090)* (0.022)** (0.091)* 
人口成長率 
-0.184 -0.150 -0.200 
(0.079)* （0.107） (0.043)**
人口成長率(負値のみ) 
0.927 0.854 0.943 
(0.120) (0.143) (0.109) 
第 2 次産業平均値 
0.007 0.007 0.007 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)***
第 2 次産業成長率 
0.024 0.023 0.023 
(0.026)** (0.032)** (0.028)**
修了者比率（初等） 
-0.006 -0.012  
(0.630) (0.225)  
修了者比率（高等） 
0.033  0.046 
(0.450)  (0.177) 
晴天日数 
0.021 0.021 0.020 
(0.036)** (0.030)** (0.038)**
地方交付税 
-0.094 -0.094 -0.094 
(0.015)** (0.014)** (0.014)**
公共事業費 
0.083 0.085 0.078 
(0.012)** (0.010)*** (0.012)**
決定係数 0.82 0.82 0.82 
Goldfeld-Quandt 検定 0.83 0.98 1.02 
F 値 14.1*** 15.61*** 15.8*** 
観測数 46 46 46 




表 6 費用関数(9)式の推定結果 
 切断正規分布 
変数 推定値 (p-値) 
定数 12.88 (0.000)***
LNL  0.886 (0.000)***
2)(LNL  0.038 (0.025)**
2σ  0.048 (0.004)***
γ  0.759 (0.000)***
μ  0.382 (0.015)**
対数尤度 31.384 
観測数 92 





表 7 経費率、非効率性、市場集中度の相関係数 
 非効率性 経費率
経費率 0.918 1 
市場集中度 -0.334 -0.292 
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0.048 0.050 0.049 0.047 0.049 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** 
1965 年の一人あたり
実質 GDP 
-0.033 -0.032 -0.033 -0.034 -0.033 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** 
1965 年の一人あたり
実質貸出 
0.010 0.010 0.011 0.012 0.011 
(0.000)*** (0.001)** (0.000)*** (0.004)*** (0.005)*** 
経費率 
0.065   0.088  
(0.361)   (0.267)  
非効率性 
 0.0001   7.14E-05 
 (0.970)   (0.836) 
市場集中度 
  0.001 0.002 0.001 
  (0.562) (0.357) (0.543) 
決定係数 0.61 0.61 0.61 0.62 0.61 
Goldfeld-Quandt 検定 0.68 0.71 0.67 0.60 0.65 
Ｆ値 22.1*** 21.4*** 21.7*** 16.79*** 15.92*** 
観測数 46 46 46 46 46 
注：推定の定式化は、表 2 のデフォールトと同じである。従属変数は(3)式で表される一人あた
り実質県民総生産の 1965 年～2003 年の成長率(年率)である。*は 10％、**は 5％、***は 1％で
有意を表わす。カッコ内は p-値。4 列目に記載しているように、分散均一の帰無仮説は
Goldfeld-Quandt 検定では棄却されない。しかし、Breusch-Pagan 検定では有意水準 5％で棄却、
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